
会長提出議案第１号 

 

地方分権改革推進に関する決議(案) 

 

平成５年６月の衆・参両院における「地方分権の推進に関する決議」以来、

国から地方への権限移譲や税源移譲が実施されてきたが、分権型社会の実現に

は未だほど遠い状況にあり、地方分権改革は「未完の改革」にとどまっている。 
このため、地方六団体では、新地方分権構想検討委員会を設置し、真の地方

分権の確立に向けた審議を行ってきたが、この度、同委員会より地方財政自立

のための七つの提言を含む「分権型社会のビジョン(中間報告)」が提出された。 
今回の中間報告に盛り込まれた提言は、更なる地方分権推進のため地方税財

政の改革を求める地方六団体にとって極めて重要なものであり、その早急な実

現を図ることが必要である。 
現在、政府・与党においては、６月に決定される「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針２００６」に向け、歳出・歳入一体改革を含む議論が行われ

ているが、この「基本方針２００６」の策定に当たっては、地方の意見を十分

踏まえるべきである。 
「地方分権に向けた改革に終わりはない」。よって、全国市議会議長会は、地

方分権改革を確実に推進するため、下記の通り決議する。 
 
記 

 

１．「分権型社会のビジョン(中間報告)」を踏まえた別紙七項目の実現を図る。 
 
２．別紙七項目について、地方自治法第２６３条の３第２項に基づき、内閣に

対する意見の申し出及び国会に対する意見書の提出を行う。 
 
 
平成１８年５月２４日 

 

            第８２回全国市議会議長会定期総会 

 



 

別  紙 

 
                        

                  

【提言１】「地方行財政会議」の設置 

     ～「国と地方の協議の場」の法定化 

 

 

１．「（仮）地方行財政会議」の設置 

 

(１) 趣 旨 

       分権改革の推進を図るため、地方に関わる事項についての政府の政

策立案及び執行に関して、政府と地方の代表者等が協議を行い、地方

の意見が政府の政策立案及び執行に反映されるよう、新たな組織を法

律により設置する。 
 
(２) 事務及び権限 

        以下の事項のうち重要なものについて、政府または地方からの申し

出により協議を行い、政府は、会議において協議が整った事項につい

ては、その結果を尊重するよう努めるものとする。 

       

① 国と地方の役割分担のあり方 

② 国による関与・義務づけのあり方 

③ 地方が処理する事務の経費に係る国の補助負担のあり方 

④ 地方税財政制度のあり方 

⑤ 地方への新たな事務または負担の義務づけとなる法令、施策 

  等 
 
(３) 構成等 

   ① 内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、他関係大臣 

国会議員 

     地方六団体各代表 

民間有識者 

      但し、民間有識者は、政府推薦者と地方推薦者の同数とする。 

なお、必要に応じて、内閣総理大臣の出席を求めることができる。
    

② 内閣官房長官と全国知事会会長を共同議長とする。 
     

③  独自の事務局を設け、政府と地方から参画する。 
 
２．「（仮）地方行財政会議」が法律により設置されるまでの間、現在の「国と

地方の協議の場」を維持し、協議を継続的に行うこととする。 

    

【提言１】 

「地方行財政会議」の設置  
 ～「国と地方の協議の場」の法定化 

 1



 

 

 
【提言２】地方税の充実強化による不交付団体人口の大幅増 

 

 

１．国と地方の最終支出の比率と租税収入の比率において生じている乖離を縮

小し、地方が担う事務と責任に見合う国と地方の税源配分とする。 

 

２．偏在性の少ない居住地課税である地方消費税と個人住民税の充実強化を図

り、地方共有税（地方交付税）に依存せず自分たちの税金で自主的な財政運

営が可能な自治体を増やし、不交付団体の人口を大幅に拡大する。 

 

（１） 消費税と地方消費税の割合を４：１から２.５：２.５にする。 

（２） 所得税から住民税へ税源移譲し、個人住民税所得割をさらに３％上

乗せする。 

 

３．地方税は地域偏在性が比較的少ない税目構成とし、地方共有税（地方交付

税）の原資は地域偏在性の比較的大きな税目構成となるようにする。 

 

４．これにより、まずは国税と地方税の税源配分を５：５とする。 

 

【提言２】 

地方税の充実強化による不交付団体人口の大幅増 
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【提言３】「地方交付税」を「地方共有税」に 

     ～法定率を見直し、特別会計に直入、 

      特例加算・特別会計借入を廃止 

 

１．地方交付税が、国から恩恵的に与えられるものではなく、『自らの財源

を他の自治体のために融通しあうことにより、全ての自治体が国に依存

せずに、住民に対して一定水準の行政サービスを提供できるようにすべ

きである』との考え方に基づく、セーフティネットとしての性格を持つ

ものであることを、その制度上、明確にするため、「（仮）地方行財政会

議」において検討の上、以下の７項目の改革を一体的に行うこととする。

 

(１)  名称を以下のとおり変更する。 

       ① 国民から国の特別会計に入るまで「地方共有税」 

     ② 国の特別会計を出て自治体に入るまで「地方共有税調整金」 

 

(２)  国の一般会計を通さずに、「地方共有税及び譲与税特別会計」に直接

繰り入れる。 

 

(３) 現在の財源不足（Ｈ18 年度 8.7 兆円）を解消するため、地方共有税

（地方交付税）の法定率の引上げを行うとともに、必要に応じて地方

税法に定める税率の変更も行う。 

 

(４) ３年から５年に一度、地方共有税（地方交付税）の法定率の変更を

行うとともに、必要に応じて地方税法に定める税率の変更も行う。 

 

(５) その他の年度は、財源不足があれば地方債または「地方共有税及び

譲与税特別会計」内に新たに設置する基金により調整する。 

 

(６) 特例加算や特別会計による借入れは行わない。 

 

(７) 減税により地方の財源不足が生じる場合には、地方共有税（地方交

付税）の法定率を引き上げる。 

 

【提言３】 

「地方交付税」を「地方共有税」に 
～法定率を見直し、特別会計に直入、 
特例加算・特別会計借入を廃止 
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【提言４】国庫補助負担金の総件数の半分を廃止（一般財源化）し 

     地方の改革案を実現 

【提言４】 

税源移譲に合わせて、国庫補助負担金の総件数を半減

(一般財源化）して約２００とし、地方の改革案を実現

 

１．分権改革を進めるための税財政面の取組みとしては、国から地方への税

源移譲が中心となる。これに対応する国の財源については、地方から既に

提出済みの「国庫補助負担金等に関する改革案」を着実に実施し、国庫補

助負担金を廃止（一般財源化）することや事務事業を廃止することなどに

より、国の責任によって措置すべきである。 

 

２．国庫補助負担金改革に当たっては、地方分権の理念に沿って、国と地方

の役割分担を再整理し、明確化した上で、生活保護費等真に国が義務的に

負担すべき分野を除き、原則として廃止(一般財源化)する。 

当面、国庫補助負担金の総件数の半分を廃止(一般財源化)する。 

 

３．国庫補助負担金の削減は、財政面における地方の自由度を高めるために、

補助負担率を引き下げるのではなく、国庫補助負担金そのものを廃止（一

般財源化）する。 

 

４．国庫補助負担金の廃止を行う一方で、従前の国庫補助負担金と同一又は

類似の目的、内容を有する国庫補助負担金、交付金、統合補助金を創設す

べきではない。 

 

５．国直轄事業負担金については、自治体に対して個別に財政負担を課する

極めて不合理なものであることから、これを廃止する。また、維持管理費

に係る国直轄事業負担金は、本来、管理主体が負担すべきことから、早急

にこれを廃止する。 
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【提言５】国と地方の関係の総点検による財政再建 

 

１．国・地方を通じた行財政改革・財政再建を徹底して行う。この場合には、次

のような国と地方の関係を総点検する。 

 

(１) 国と地方の役割分担の明確化 

(２) 国による関与・義務づけの廃止・縮小 

(３) 国と地方の二重行政の解消 

(４) 権限の移譲に対応した国の出先機関の廃止・縮小 

  （出先機関を自治体に移管する際には、事務の執行について国から全く関

与されないこととする。） 

(５) 地方がこれまで廃止を求めている国庫補助負担金のうち、未だ整理され

ていないものの廃止 

   

２．自治体自らの責任と判断のもと、決意をもって、地方行革を一層強力に推進

する。特に給与の適正化を厳格に行う。国は、地方よりも遅れている国自身の

行財政改革を断行すべきである。 

 

 

３．行財政改革の推進は、国・地方を通じたプライマリーバランスの黒字化に大

きく寄与することとなるが、なお、不十分な場合には、更に国庫補助負担金を

廃止すべきである。 

地方交付税は、自治体が、法令等による歳出や事務事業の義務づけを含め地

域社会に必要不可欠な公共サービスを提供することができるよう、財源保障を

行っているものであり、その性格上、目標を設けて削減することにはなじまな

い。 

  

【提言５】 

国と地方の関係の総点検による財政再建 
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【提言６】財政再建団体基準の透明化、首長・議会責任の強化、 

住民負担の導入 

    

 

【提言６】 

財政再建団体基準の透明化、首長・議会責任の強化、

住民負担の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．住民が自分の自治体の財政状況に常に関心を持ち、自治体の財政運営に

対するチェック機能を高めることで、健全な財政状況を保ち、財政再建団

体となることを未然に防止するため、 

 

(１) 財政再建団体となる基準等について、普通会計への負担につながる企

業会計等や外郭団体（地方公社、第三セクター等）の負債も考慮した、

フローとストック両面の透明性の高い財政指標等を開発する。 

 

(２) 財政運営の透明性を確保するため、情報公開を徹底する。 

 

    ① 外郭団体の情報公開の推進 

    ② 非公開情報の明確化や迅速でわかりやすい情報提供の推進 

    ③ 定期的な財政状況の公表 

 

(３) 勧告権の付与による権限の強化など監査機能を充実する。 

 

２．自治体が住民の監視による自主的な財政の健全化を行うことができず、

財政再建団体となった場合には、 

 

(１) 首長・議会の責任を問う仕組みを強化する。 

(２) 住民負担を求める仕組みを導入する。 

(３) 貸し手責任は問わず、債務は完全に履行する。 

     但し、工業用地造成事業債等、その償還財源を特定の事業収入の

みとすべき地方債については、貸し手責任を問う仕組みを検討する。

 

３．地方債の共同発行機関を設ける。 

 

４．財政再建制度の見直しは、地方参画のもとで行う。 
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【提言７】「新地方分権推進法」の制定 

     ～今、改めて、国民・国会の力で分権を 

 

 

 

 

 

 

１．第一期改革を踏まえ、平成１９年度（２００７年度）以降の第二期

改革を、国民・国会の力で強力に推進するため、「（仮）新地方分権推

進法」を制定する。 

 

２．「（仮）新地方分権推進法」には、地方分権の基本理念、地方分権推

進計画の策定等を定める。 

 

３．「（仮）新地方分権推進法」は議員立法によることも視野に入れ、制

定する。  

 

【提言７】 

「（仮）新地方分権推進法」の制定 

～今、改めて、国民・国会の力で分権を 
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